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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期

第２四半期
連結累計期間

第22期
第２四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自 平成27年10月１日

至 平成28年３月31日

自 平成28年10月１日

至 平成29年３月31日

自 平成27年10月１日

至 平成28年９月30日

売上高 （千円） 16,994,423 15,285,829 32,844,230

経常利益 （千円） 2,434,702 2,032,976 5,310,961

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（千円） 1,425,254 441,399 3,317,734

四半期包括利益または包括利益 （千円） 1,354,975 378,389 3,094,246

純資産額 （千円） 15,623,296 17,384,743 17,852,951

総資産額 （千円） 23,045,708 24,096,536 25,154,188

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 25.26 8.06 59.54

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円） 24.97 8.01 58.92

自己資本比率 （％） 65.6 68.0 68.8

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 1,473,223 1,341,877 4,845,747

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △47,910 △2,797,904 △1,327,202

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △2,364,486 △1,382,773 △2,469,846

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） 10,650,872 9,801,435 12,613,012

回次
第21期

第２四半期
連結会計期間

第22期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年１月１日

至 平成28年３月31日

自 平成29年１月１日

至 平成29年３月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

（円） 13.02 △4.33

(注) 売上高には、消費税等は含まれていません。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在していません。

２ 【経営上の重要な契約等】

(1) 投資契約

相手方の名称 契約内容 契約日

株式会社ビデオマーケット 株式引受契約および投資契約 平成29年３月16日

(注) 詳細につきましては「第４経理の状況 １四半期連結財務諸表 注記事項 (企業結合等関係)」に記載のとお

りです。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

スマートフォン端末の販売台数が伸び悩んでいる状況が続いているため、全国の携帯ショップを通じたスマート

フォン有料会員の獲得に苦戦しております。その結果、平成29年３月末の同有料会員数は549万人（平成28年９月末

比20万人減）となり、全体有料会員数は686万人（同36万人減）となりました。

動画配信の品揃えが強化された『music.jp』を中心にスマートフォン有料会員の顧客単価（ARPU）の上昇傾向が

続いているものの、前期と比べて全体有料会員数が減少していることから、売上高は15,285百万円（前年同期比

10.1％減）と減収となり、売上総利益も12,780百万円（同11.0％減）と減益となりました。

営業利益および経常利益は、売上総利益が減益となり、広告宣伝費の減少を主因にした販売費及び一般管理費の

減少でカバーできず、それぞれ2,074百万円（同16.7％減）、2,032百万円（同16.5％減）となりました。

親会社株主に帰属する四半期純利益は、株式会社ビデオマーケットの連結子会社化に伴い、段階取得に係る差益

（693百万円）を特別利益として計上した一方で、のれん償却額（1,399百万円）を特別損失として計上したことを

主因に、441百万円（同69.0％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結累計期間末の資産合計は24,096百万円となり、平成28年９月末対比1,057百万円の減少となりま

した。

資産の部については、流動資産では主に現金及び預金が減少したことにより2,778百万円の減少となり、固定資産

では主に投資有価証券が増加したことにより1,721百万円の増加となりました。

負債の部については、流動負債では主に未払法人税等が減少したことにより767百万円の減少となり、固定負債で

は主に長期借入金および退職給付に係る負債が増加したことにより177百万円の増加となりました。

純資産の部については、親会社株主に帰属する四半期純利益として441百万円を計上しましたが、主に自己株式の

取得と配当金の支払いにより468百万円の減少となりました。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は9,801百万円となり、平成28年９月末対比2,811百万

円の減少となりました。当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況および要因は次のとおりで

す。

営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払いおよび段階取得に係る差益がありましたが、税金等調

整前四半期純利益の計上、のれん償却額および減価償却費等により、1,341百万円の資金流入（前年同期は1,473百

万円の資金流入）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の償還による収入がありましたが、主に投資有価証券の取

得による支出、無形固定資産（主にソフトウエア）の取得による支出等により2,797百万円の資金流出（前年同期は

47百万円の資金流出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に自己株式の取得と配当金の支払いにより1,382百万円の資金流出（前

年同期は2,364百万円の資金流出）となりました。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は78百万円です。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 179,040,000

計 179,040,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年５月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 60,779,200 60,779,200
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株です。

計 60,779,200 60,779,200 ― ―

(注) 提出日現在発行数には、平成29年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式は含まれていません。

(2) 【新株予約権等の状況】

　

　 該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

　 該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年１月１日～
平成29年３月31日

123,600 60,779,200 24,366 5,055,878 24,366 4,860,948

(注) 新株予約権の行使による増加です。
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(6) 【大株主の状況】

平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

前 多 俊 宏 東京都世田谷区 11,856,400 19.51

株式会社ケイ・エム・シー 東京都新宿区西新宿３丁目20番２号 10,096,000 16.61

株式会社光通信 東京都豊島区西池袋１丁目４番10号 5,774,700 9.50

株式会社インフォサービス 東京都豊島区西池袋１丁目４番10号 4,371,100 7.19

株式会社メディパルホールディ
ングス

東京都中央区八重洲２丁目７番15号 1,150,000 1.89

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 958,100 1.58

株式会社昭文社 東京都千代田区麹町３丁目１番地 672,000 1.11

CREDIT SUISSE SECURITIES
（ USA ） LLC SPCL. FOR EXCL.
BEN（常任代理人 クレディ・ス
イス証券株式会社）

ELEVEN MADISON AVENUE NEW YORK NY
10010-3629 USA（港区六本木１丁目６番１号
泉ガーデンタワー）

553,905 0.91

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口５)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 553,700 0.91

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL
（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB U.K.
（港区六本木６丁目10番１号 六本木ヒルズ
森タワー）

551,067 0.91

計 ― 36,536,972 60.11

(注) １ 上記のほか、自己株式6,333,128株（10.42％）があります。

２ 信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当社として網羅的に把握することができないため、株主

名簿上の名義での所有株式数を記載しています。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式
6,333,100

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

54,444,000
544,440

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式
普通株式

2,100
― ―

発行済株式総数 60,779,200 ― ―

総株主の議決権 ― 544,440 ―

(注) １ 完全議決権株式(その他)には、証券保管振替機構名義の株式の2,000株(議決権20個)が含まれています。

　 ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式28株が含まれています。

② 【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社エムティーアイ
新宿区西新宿３丁目20－２ 6,333,100 ― 6,333,100 10.42

計 ― 6,333,100 ― 6,333,100 10.42
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりです。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役

副社長

ライフ・エンターテインメント事業本部長

兼 ソリューション事業部担当

兼 エンジニアリングセンター担当

取締役

副社長

デジタルコンテンツ事業本部長

兼 ライフ事業本部長

兼 ソリューション事業部担当

泉 博史 平成29年1月1日

専務

取締役
ヘルスケア事業本部長

専務

取締役

ヘルスケア事業本部長

兼 CARADA事業部長
清水 義博 平成29年1月1日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年１月１日から平成

29年３月31日まで）および第２四半期連結累計期間（平成28年10月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,613,012 9,801,435

受取手形及び売掛金 6,163,789 6,391,172

繰延税金資産 316,742 249,646

その他 1,023,195 893,129

貸倒引当金 △65,095 △62,457

流動資産合計 20,051,644 17,272,926

固定資産

有形固定資産 179,023 265,742

無形固定資産

ソフトウエア 2,462,449 2,572,348

のれん 14,898 20,277

その他 26,837 32,828

無形固定資産合計 2,504,185 2,625,455

投資その他の資産

投資有価証券 1,054,687 2,326,995

敷金及び保証金 494,963 523,095

繰延税金資産 853,155 1,061,786

その他 34,048 38,053

貸倒引当金 △17,519 △17,518

投資その他の資産合計 2,419,334 3,932,412

固定資産合計 5,102,543 6,823,609

資産合計 25,154,188 24,096,536
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,177,351 1,145,391

1年内返済予定の長期借入金 － 60,993

未払金 2,290,594 2,143,112

未払法人税等 1,343,684 879,213

コイン等引当金 188,361 168,782

その他 1,148,832 983,974

流動負債合計 6,148,824 5,381,469

固定負債

長期借入金 － 104,941

退職給付に係る負債 1,099,402 1,179,668

負ののれん 31,423 26,864

その他 21,587 18,849

固定負債合計 1,152,413 1,330,323

負債合計 7,301,237 6,711,792

純資産の部

株主資本

資本金 5,012,181 5,055,878

資本剰余金 5,834,419 5,878,116

利益剰余金 8,727,679 8,775,852

自己株式 △2,148,888 △3,148,848

株主資本合計 17,425,392 16,560,999

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 65,027 △18,446

為替換算調整勘定 △42,706 △24,392

退職給付に係る調整累計額 △141,548 △132,416

その他の包括利益累計額合計 △119,227 △175,255

新株予約権 132,236 272,460

非支配株主持分 414,550 726,539

純資産合計 17,852,951 17,384,743

負債純資産合計 25,154,188 24,096,536
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
　至 平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 16,994,423 15,285,829

売上原価 2,635,016 2,505,603

売上総利益 14,359,407 12,780,225

販売費及び一般管理費 ※1 11,870,075 ※1 10,705,900

営業利益 2,489,332 2,074,324

営業外収益

受取利息 158 416

受取配当金 2,267 2,562

負ののれん償却額 4,558 4,558

その他 5,544 25,115

営業外収益合計 12,529 32,652

営業外費用

支払利息 2,018 363

持分法による投資損失 44,983 67,764

為替差損 10,868 1,255

自己株式取得費用 4,736 2,764

その他 4,551 1,852

営業外費用合計 67,159 74,000

経常利益 2,434,702 2,032,976

特別利益

段階取得に係る差益 － 693,816

特別利益合計 － 693,816

特別損失

のれん償却額 － 1,399,033

固定資産除却損 9,108 56,994

投資有価証券評価損 50,000 50,000

和解金 － 108,817

特別損失合計 59,108 1,614,846

税金等調整前四半期純利益 2,375,593 1,111,946

法人税、住民税及び事業税 1,036,639 794,989

法人税等調整額 △37,539 △107,676

法人税等合計 999,100 687,312

四半期純利益 1,376,493 424,633

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △48,761 △16,765

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,425,254 441,399
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
　至 平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

四半期純利益 1,376,493 424,633

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,840 △82,236

為替換算調整勘定 △21,461 26,126

退職給付に係る調整額 4,106 9,132

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,321 733

その他の包括利益合計 △21,517 △46,243

四半期包括利益 1,354,975 378,389

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,411,153 385,371

非支配株主に係る四半期包括利益 △56,177 △6,981
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
　至 平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,375,593 1,111,946

減価償却費 651,463 846,383

のれん償却額 336 1,404,887

コイン等引当金の増減額（△は減少） △13,666 △19,578

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 69,907 80,266

受取利息及び受取配当金 △2,425 △2,978

支払利息 2,018 363

段階取得に係る差損益（△は益） － △693,816

和解金 － 108,817

固定資産除却損 9,108 56,994

投資有価証券評価損益（△は益） 50,000 50,000

売上債権の増減額（△は増加） 72,336 85,982

仕入債務の増減額（△は減少） △60,968 △187,401

未払金の増減額（△は減少） △199,289 △261,529

その他 △308,477 △2,705

小計 2,645,936 2,577,632

利息及び配当金の受取額 2,425 2,978

利息の支払額 △2,018 △363

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,173,120 △1,238,369

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,473,223 1,341,877

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △20,170 △88,285

無形固定資産の取得による支出 △746,911 △949,572

無形固定資産の売却による収入 197,377 －

投資有価証券の取得による支出 △863 △1,684,612

投資有価証券の売却による収入 734,287 －

投資有価証券の償還による収入 － 249,975

関係会社株式の取得による支出 △213,500 △100,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △209,149

その他 1,870 △16,259

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,910 △2,797,904

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △9,331 －

株式の発行による収入 60,452 67,680

自己株式の取得による支出 △1,959,881 △1,002,724

配当金の支払額 △455,726 △444,991

その他 － △2,737

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,364,486 △1,382,773

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18,516 27,222

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △957,690 △2,811,577

現金及び現金同等物の期首残高 11,608,562 12,613,012

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 10,650,872 ※１ 9,801,435
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

（連結の範囲の重要な変更）

当第２四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社MGSHDおよびSPSHD株式会社を連結の範囲に含めてい

ます。また、持分法適用会社であった株式会社ビデオマーケットは株式の追加取得により、連結の範囲に含めて

います。連結子会社である株式会社マイトラックスは、当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連

結の範囲から除外しています。

（持分法適用の範囲の重要な変更）

第１四半期連結会計期間において、株式を取得した株式会社Authlete Japanを持分法適用の範囲に含めていま

す。

当第２四半期連結会計期間において、株式会社ビデオマーケットは持分法適用関連会社から連結子会社となっ

たため、持分法適用の範囲から除外しています。

（追加情報）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しています。

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりです。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日)

広告宣伝費 4,779,379千円 3,121,161千円

給料及び手当 1,990,162千円 2,075,688千円

支払手数料 1,909,536千円 1,862,188千円

外注費 758,585千円 922,724千円

減価償却費 601,741千円 775,438千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りです。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日)

現金及び預金勘定 10,650,872千円 9,801,435千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円 －千円

現金及び現金同等物 10,650,872千円 9,801,435千円

決算短信（宝印刷） 2017年05月10日 15時20分 15ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



― 16 ―

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自 平成27年10月１日 至 平成28年３月31日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年12月23日
定時株主総会

普通株式 455,726 8 平成27年９月30日 平成27年12月24日 利益剰余金

２. 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月28日
取締役会

普通株式 434,812 8 平成28年３月31日 平成28年６月13日 利益剰余金

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成28年１月29日および平成28年２月18日開催の取締役会決議に基づき、平成28年２月２日から平成

28年３月31日までに自己株式2,814,300株の取得を行いました。この結果、当第２四半期連結累計期間において、

自己株式が1,955,144千円増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株式が2,650,636千円となっていま

す。

当第２四半期連結累計期間（自 平成28年10月１日 至 平成29年３月31日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年12月23日
定時株主総会

普通株式 444,991 8 平成28年９月30日 平成28年12月26日 利益剰余金

２. 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月27日
取締役会

普通株式 435,568 8 平成29年３月31日 平成29年６月12日 利益剰余金

３．株主資本の著しい変動

（自己株式の取得）

当社は、平成28年10月31日開催の取締役会決議に基づき、平成28年11月２日から平成28年12月22日までに自己

株式1,407,900株の取得を行いました。この結果、当第２四半期連結累計期間において、自己株式が999,959千円

増加し、当第２四半期連結会計期間末において、自己株式が3,148,848千円となっています。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自 平成27年10月１日 至 平成28年３月31日）

当社グループは、携帯電話向けのコンテンツ配信（サイト運営）およびそれに関連したサービスの単一セグメ

ントであるため、記載を省略しています。

当第２四半期連結累計期間（自 平成28年10月１日 至 平成29年３月31日）

当社グループは、携帯電話向けのコンテンツ配信（サイト運営）およびそれに関連したサービスの単一セグメ

ントであるため、記載を省略しています。

(企業結合等関係)

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 株式会社ビデオマーケット

事業の内容 動画コンテンツ配信事業

(2) 企業結合を行った主な理由

当社では、株式会社ビデオマーケットとの相互連携を強化し、動画コンテンツ配信事業における協業関係

をさらに強化していくことを目的としています。

(3) 企業結合日

平成29年３月27日

(4) 企業結合の法的形式

株式譲受および第三者割当増資の引受けによる株式取得

(5) 結合後企業の名称

変更ありません。

(6) 取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率 33.34％

企業結合日に追加取得した議決権比率 24.23％

取得後の議決権比率 57.57％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社による、現金を対価とする株式取得により議決権の過半数を保有することになったためです。
　

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成29年３月31日をみなし取得日としているため、平成28年10月１日から平成29年３月31日までの期間につ

いては、持分法による投資損失として計上しています。
　

３．被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳

　 取得の対価
企業結合直前に保有していた株式会社ビデオマーケットの株式の企業結合日における時価 719,250千円

追加取得に伴い支出した現金 1,112,500千円

取得原価 1,831,750千円

　
４．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差益 693,816千円

　
５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

1,399,033千円

(2) 発生原因

取得原価が取得時の時価純資産額を上回ったため、その超過額をのれんとして計上しています。

(3) 償却方法及び償却期間

当第２四半期連結会計期間に全額償却しています。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算定上の

基礎は、以下のとおりです。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 25円26銭 ８円06銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 1,425,254 441,399

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

1,425,254 441,399

普通株式の期中平均株式数(株) 56,424,007 54,730,732

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 24円97銭 ８円01銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する
四半期純利益調整額(千円)

－ －

普通株式増加数(数) 646,512 377,890

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

－ －
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(重要な後発事象)

当社は、平成29年４月27日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条および第240条の規定に基づき、

当社の取締役（社外取締役は除く）および従業員ならびに当社子会社の取締役および従業員に対し、以下のとお

りストックオプションとして新株予約権を発行することを決議しました。

１．新株予約権の割当を受ける者およびその人数

当社取締役 ５名

当社従業員 136名

当社子会社取締役 11名

当社子会社従業員 ６名

２．新株予約権の目的である株式の種類および数

　 当社普通株式 394,700株

３．新株予約権の総数

　 3,947個（新株予約権１個あたりの目的となる株式の数は100株）

４．新株予約権の払込金額

　 金銭による払込みを要しない。

５．新株予約権の割当日

　 平成29年５月17日

６．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権１個当たりの行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付

を受けることができる株式１株当たりの払込金額に付与株式数を乗じた金額とする。

７．新株予約権の権利行使期間

　 平成31年６月１日から平成34年９月30日まで

８．新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金および資本準備金の額

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円

未満の端数は切り上げる。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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２ 【その他】

第22期（平成28年10月１日から平成29年９月30日まで）中間配当について、平成29年４月27日開催の取締役会にお

いて、平成29年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しました。

① 配当金の総額 435,568千円

② １株当たりの金額 ８円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年６月12日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年５月10日

株式会社エムティーアイ

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 石 井 広 幸 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 屋 浩 孝 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エムテ

ィーアイの平成28年10月１日から平成29年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年１月１日か

ら平成29年３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年10月１日から平成29年３月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エムティーアイ及び連結子会社の平成29年３月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

決算短信（宝印刷） 2017年05月10日 15時20分 22ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）


	四半期報告書
	第一部【企業情報】
	第１ 【企業の概況】
	１ 【主要な経営指標等の推移】
	２ 【事業の内容】

	第２ 【事業の状況】
	１ 【事業等のリスク】
	２ 【経営上の重要な契約等】
	３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３ 【提出会社の状況】
	１ 【株式等の状況】
	２ 【役員の状況】

	第４ 【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】
	２ 【その他】

	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書





